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1. はじめに
社会の多様化に伴い学習の形態が変化し、学齢期の教育を目的とする学校教育の期間だけでなく、出生から
生を終えるまで生涯学びを持続することが求められている。また、 「いつでも」、「どこでも」、「誰で
も」学びたい時に学ぶ自由も求められている。
高等教育機関においては、仕事を続けながら学びたいという社会人、遠隔地にいても学びたいという学生の
要求と、多忙な講師が学外からの授業をしたいとか１室の収容人数を超える受講者や遠隔地に居住する学生の
入学も受け入れたいなどの様々な要望が高まり、大学を始めとする多くの教育機関では、動画を含む遠隔講義
の利用を検討または実施している。
初等中等教育機関においては、コンピュータやインターネットを使うための技能の習得だけでなく、情報社
会に主体的に対応できる「情報活用能力」と「コミュニケーション能力」を育成する教育が推進されている。
このような社会的要求に対してインターネットを介しての動画配信技術を利用した教育に大きな期待が寄せら
れている。
本論文では、 第 2 章に教育から見た動画配信を用いた遠隔講義について述べ、第 3 章で動画配信に用いら
れる技術について記述する。次の第 4 章で、2005 年 1 月現在までの状況で、小規模な設備とある程度の技術
を用いて収録した、いつでも講義を再生できる教育効果の高い Video On Demand(VOD)の講義を収録する実
験と、学内だけに限らず大阪市内の複数の公共施設で実施したリアルタイムの動画配信とを記す。第 5 章で
は、この実験を基に、遠隔講義の問題点と課題をあげ、最後の第 6 章でインターネットを介しての遠隔講義に
欠けている機能を補完する議論支援ツールの開発を提案する。
2. 教育から見た動画配信を用いた遠隔講義
2.1. 動画配信を用いた遠隔講義が提供する学び
「いつでも」、「どこでも」、「誰でも」学びたい時に学べる遠隔講義の環境が整えば、いままでさまざま
な理由で教育を受けられなかった人々が、受講者数、講義場所、講義時間等に左右されずに、自分の学びの目
的や学習レベルに適した講義を受講できる。
インターネットのブロードバンド化の普及により、文字と静止画だけで構成された自習型を基本とするこれ
までの遠隔講義から、動画配信も利用する遠隔講義へと利用者の好みが移行してきている。動画を用いる事
で、実際に講義を受講しているような自然な環境を再現でき、無理なく継続して学習することができる。
この動画をリアルタイムに配信できる双方向型の TV 会議を利用すれば、遠隔地にいる講師や他の受講生と
特別な技術を必要とせずに気軽に議論に参加できる。地理的に離れた場所の人々との交流や、国際交流などの
ような多言語多文化を扱う場合などでは、遠隔地の講師との Team Teaching により、幅の広い教育を行うこ
とができる。
動画配信やＴＶ会議を単体で利用するだけでなく、他のツールと組み合わせて利用することで、各地に散在
している受講生同士がコミュニケーションをとったり、議論を交わしたりしてグループ学習をするなど、対面
講義では実現できない新しい教育を行うことができる。
2.2. 教育現場の状況と課題
各教育機関においてインターネットに接続したコンピュータを利用した教育が始まっている。文部科学省の
新学習指導要領1 によると、初等中等教育機関（小学校）においては、総合的な学習の時間中でコンピュータ
を利用しての授業を行うことが推奨されている。中等教育機関である高校においては、情報という教科で、中
学においては技術・家庭の教科のなかで、情報教育が行われることとなっている。高等教育機関においては、
卒業を目前にした就職活動に必要な程度のインターネット利用技術を最低限身につけることが社会から求めら
れている。また、生涯学習の需要の高まりとともに社会人を対象とするリカレント教育や生涯学習としての公
開講座を開設する大学が増加している。
しかし教師にとっては、特に基本的に担任が全教科を担当する小学校においては、コンピュータ操作という
新たな技能の習得に多くの労力と時間が必要なため、コンピュータ利用の授業は大きな負担となるという現実
がある。
また、e-Japan重点計画-20042には、各種教育用コンテンツの充実・普及を図ることを通じ、子どもたちが
これまでの学校の授業では接することが難しかった情報を提供することにより、子どもたちの学習意欲の向上
を図るとともに学習内容の一層の理解を促す目的で、重点政策５分野の「人材の育成並びに教育及び学習の振
興」の中に「 ＩＴを活用した遠隔教育の推進 」という項目も設けられている。
社会的にも、インターネット常時接続とブロードバンド回線の普及が進み、このような動画コンテンツを利
用するのに必要な環境も整ってきているため、特別な準備を必要とせず、新たに操作法を覚える必要がほとん
ど無いという理由で、インターネットを利用した動画配信や TV 会議などの技術に大きな期待が寄せられてい
る。
2.3. 遠隔講義に求められる要件
変化の激しい社会の中で必要とされる「情報活用能力」や「コミュニケーション能力」は価値観の異なる
人々とのコミュニケーション活動の中で育成されるものである。然るに既存のツールは何を学ばせたいのかが
明確なものを蓄積し公開する事に主眼を置いたデータベース型のものが大半であり、インターネットの特性で
ある双方向性を活かした遠隔講義はあまり見られない。
これからの遠隔講義においては、講義の内容・動画・プレゼン資料などを容易に取り出すことができるだけ
ではなく、その講義を基に調査研究する糸口を提供し、複数の人々が仮想的に集い議論する場とそれに必要な
ツールを提供することが重要である。受講生が互いに助け合い議論を進めることで、講師が伝える知の範囲を
越えた学びを実現する可能性が生まれ、主体的に学ぶ場を提供できるからである。
受講生がどのような遠隔講義が求めているのかを調査するために、関西オープンソース＋フリーウェア
20033 の会場から大阪市立大学創造都市研究科の梅田サテライト教室へ向けての遠隔講義を社会人学生に実際
に体験してもらった。その結果、講義中には質疑応答可能な双方向性が、講義後には Video On Demand型
（以降VOD）の配信への要求が高いことがわかった。
この点を考慮に入れた上で、遠隔授業を単位取得可能な講義として位置付けるために、今回の研究において
は、遠隔講義に求められる要件を
・誰でも入手・利用可能な環境で受講できる事
・誰でも音声・映像・資料を参照可能な事
・質疑応答もできる双方向通信が可能な事
・受講生が講義をもとに新たな発想を引き出せる議論ができる事
・講義終了後レポート提出期限内のできるだけ早い時期に VOD を提供できる事
と仮定して実験を行った。
2.4. 遠隔講義ツールの現状
遠隔講義のツールとして、Webページに講義資料を置き、メーリングリスト（以降ML と記す）、掲示
板、チャット（一般に Internet Relay Chatが使われるので以降 IRC と記す）などのツールも使って互いに議
論し、その後各自レポート提出をするというように複数のツールを組み合わせて遠隔講義を行うのが主流であ
る。
最近、遠隔講義のツールのひとつとしてインターネット放送や TV 会議を含む動画のツールが出てきた。動
画の中に含まれている情報は、結果だけでなく過程を伝える情報である。このようなツールの出現で、芸術技
能など文字や静止画では伝えにくい情報を受講者にとって理解しやすい形で提供できるようになった。
動画を組み合わせた遠隔講義ツールの形として定着してきたものは、講師の映像と資料としてのスライドと
そのスライドのインデックスと電子白板やタブレットに書き込まれた手書き情報を組み合わせたものである。
スライドのインデックスとは、そのインデックスから項目を選択する事で講師の画像とスライドと板書のデ
ータが表示されるというものである。このように、講師の動画とスライドなどの資料が連携し、インデックス
を頼りに再度視聴したい部分を繰り返し参照することができれば、各自が十分に講義内容に関する理解を深め
ることができる。また、未知の用語を取り出し、各自で検索することで、講義だけでは取得出来なかった部分
を自ら補完する事ができる。
このようなスライド連携型の遠隔講義ツールは数多く作られるようになり、その進歩はめざましいものがあ
る。しかし、リアルタイムにインターネット配信しながら、スライドと連携するものは少ない。
講義後すぐにスライド連携のデータを Web にあげることのできる講義収録のシステムもスライドを表示で
きる対応アプリケーションが一つだけというものが多い。その場合、講演者が利用している PC の OS やアプ
リケーションが対象外のものであれば、その講義収録のシステムを利用することができなくなるという難点が
ある。また、講師の提示する画面にビデオ映像や音楽Webページなどを表示したときには VOD のデータとし
て収録されないシステムもある。
これらの状況を見ると、遠隔講義ツールもまだ解決すべき問題を多く抱えているといえる。
3. 技術から見た動画配信
本研究において既存の動画配信技術をこの章で述べるが、サーバとエンコーダの設定に関しては Real 社のツ
ールを利用することを前提として記述する。
3.1. 動画配信を支える基本的技術
動画は実際には静止画を連続で表示する事で実現されている。人間の目に滑らかな画像と認識されるように
するには、1秒間に約 30枚の画像を表示すれば良い。しかし画面に表示している情報をそのままにインター
ネットを介して伝送しようとすると、回線の帯域の関係で、受信側での動画の再生に間に合わない。動画の伝
送では、この画像だけでなく音声も送らねばならない。そこで、圧縮の技術が必要となる。
今回の実験で使用している Helix Producer では、16 Kbps を音声に利用しているが、8Kbps でも充分講義
の内容が理解できる。映像の圧縮は前のフレームの画像と比較して動いている部分だけを伝送、単純に以前の
画面と重ね合わせて違うところだけを抜き出す、カメラを振った時、移動方向と移動量だけを送るなどの処理
をしているので、画面全体が変化するパン、チルト、ズームように動きの多い映像の処理は、圧縮に多くの処
理能力が要求される。
映像と音声はそれぞれ別の圧縮方式を使ってエンコードしているの。人は音声と映像が 300ms以上ずれる
と不自然であると感じるので、人間が違和感を覚えないように同期させるのは難しい。
さて、インターネットに接続するサービスは ADSL や CATVインターネット、光ファイバーなど高速な接
続環境が整ってきている。しかし、一般向けのほとんどのサービスは、下りの帯域を上りの帯域より広くとる
非対称のベストエフォート型であるので、ネットワークの利用者が増え、回線が混雑すれば実効速度が低下す
る通信ネットワークである。
それ故、動画配信のテスト時にクリアな配信ができていても、実際に配信を開始したときには上りのネット
ワークの実効速度の低下により、クリアな映像と音声を伝送できないということがしばしば起こる。
3.2. 動画配信のシステム構成
配信の方式には大きく分けて 2 つある。視
聴者が既に収録したビデオをサーバに要求し
た時に視聴する Video On Demand （VOD）
と、ライブで配信するリアルタイム配信であ
る。
リアルタイム配信は、ストリーミング対応
のデータを作成するエンコーダ、配信を行なう
配信サーバ、受信し再生を行なうプレーヤの 3
点で構成される。エンコーダはビデオカメラや
Webカメラから取り込んだデータをインターネット上で伝送できるサイズにエンコード（圧縮）する。プレ
ーヤは受信したデータをデコード（伸張）して表示する。
VOD 配信ではサーバ上のエンコード済みデータがユーザの要求でサーバからユーザのプレーヤに配信され
る。配信を行なう配信サーバと受信し再生を行なうプレーヤの 2 点を LAN やインターネットに繋ぐだけでよ
い構成なので、リアルタイム配信に比べて容易に実現でき、データの通る経路もすくないので、快適に受信で
きる確率はリアルタイム配信に比べて高くなる。
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図 1　VOD 配信とリアルタイム配信の構成
3.3. Streaming 技術
Streaming 技術4,5,6,7は、インターネットなどのネットワークを通じて映像や音声などのマルチメディアデ
ータを視聴する際に、データを受信しながら同時に再生を行なう方式である。
一般の Webサーバ上にあるデジタル化された映像や音声をインターネットを介して再生するには、ファイ
ルをダウンロードし終わってから再生を始める。この方式では、大きなファイルの場合ファイル全体をダウン
ロードするのに時間がかかり、なかなか再生できない。この問題を解決するために、受信しながら再生を可能
に Streaming 技術がある。
帯域幅が安定していないインターネットサービス利用時には再生に必要な帯域幅を下回ることも頻繁にあ
る。そこで、人間にとって視聴できる程度の量の受信データを溜めてから再生を始めるという、バッファリン
グ（データの蓄積）技術がこの受信しながらの再生を可能にしている。
Streaming に用いられるトランスポートレイヤのプロトコルは、User Datagram Protocol (UDP) をデフォ
ルトで用い、それが利用できないときは Transmission Control Protocol (TCP)  を選択することができる。
TCP はパケット配信を保証するためにネットワークに負担がかかるが、UDP は届かなかったパケットの再送
要求をしないのでネットワークにそれほど負担をかけない。それぞれのプロトコルを用いることで Streaming
データの再生停止などの制御や未着データの再送を要求するなどができるようになっている。
また、異なる種類のデータの同期を取りながら表示する SMIL8（Synchronized Multimedia Integration 
Language）という規格がある。これは W3CXML に準拠したタグ言語である。音声やビデオ、静止画、テキ
スト、アニメーションなどのマルチメディアデータを組み合わせて表示する。複数のメディアデータの同期だ
けでなく、各メディアを表示する画面の場所と大きさ再生の順序など指定をし、これに従って再生させること
ができる。
3.4. 動画配信の現状
ストリーミングシステムの構成については従来のサーバ・クライアント型で提供されているので、ライセン
スを受けたクライアント接続数の制限以外にサーバが繋がっているインターネット回線の帯域幅の制限を受け
る。そのために、サーバに接続できないクライアントがでてくる。これを回避するために従来のユニキャスト
の方式ではなくマルチキャストで配信する
技術が開発されている。
ユニキャストはサーバから各プレーヤに個
別のブロードキャスト ストリームを配信す
るため、多数のユニキャストが発生すると
送信帯域幅の制限を受けるが、マルチキャ
ストは同じストリーム を複数のプレーヤで
受けるので、クライアント接続数と送信帯域
幅の制限の影響を受けない。しかし、マルチ
キャストが使用可能なネットワークの普及は
すすんでいない。
4. 遠隔講義実験
4 章においては本論文の研究目的である、小規模な設備とある程度の技術を用いて、教育効果が高く、いつ
でも講義を再生できる VOD の遠隔講義収録の実験と、学内だけに限らず大阪市内の複数の公共施設で実施し
たリアルタイム動画配信を主とした遠隔講義実験について記す。
遠隔講義には大きく分けて、 講義終了後にデータを公開する VOD（Video On　Demand）型と講義が行わ
れている時にライブ配信するリアルタイム配信型の２種類がある。
4.1. VOD型講義実験
VOD型は通信環境に左右されることがない上、講義後に収録データの編集も可能である為、遠隔講義の提
供に慣れていない初心者にも容易にデータ制作が可能である。また、配信データ制作用スライド連携のツール
が数多くあるので、これを利用すれば、誰にでも簡単に VODデータを制作可能である。
サーバ サーバ
図 ２　ユニキャスト　　　　　　　マルチキャスト
4.1.1. 動画データのみの収録実験
VOD型においてもリアルタイム配信型においても、まずは動画のソースデータがクリアな映像と音声を収
録したものであることが前提となる。
遠隔講義として動画を配信するときに最も重要な情報は音声である。
映像はデータが欠落して紙芝居のようにまばらな表示になってもある程度の情報を伝えることが可能である
が、音声はデータの欠落で音声が途切れたり、音量不足で聞こえにくかったり、逆に音量が大きすぎて音割れ
を起こしたりすると、講義の内容を理解できなくなる。また、速度が変わって早まわしのようになって再生さ
れると同じように講義の内容を理解できなくなる。ところが、音声は映像と違って適正な音量で録音されてい
るかどうかを確認することが難しい。それ故、音量レベルメータが表示されるビデオカメラを使った。
さて、雑音を拾わず鮮明に講演を収録するだけであれば、有線のピンマイクなどマイクをカメラのマイク端
子につなぐとういう簡便な方式でも充分である。しかし、質疑応答など、他の話者の音声も収録する必要があ
るときや、提示資料が音声を含む動画資料である場合には、これらの複数の音声をビデオカメラに収録するた
めに音のミキサーが必要となる。良質な音声を提供できるよう、ミキサーに入ってくる音量をヘッドホンで確
認し、ミキサーの音量レベルメータも参考にしながら各マイクの音量を調節した。
講演場所が、ホールなどで、ミキサーの機能が備わった AV 機器のアンプがある場合には、アンプからの音
を採るのが望ましい。 しかし、入出力部分の接続形態が機器によって違うので事前に調査確認が必要である
音声の出力端子がない場合は、会場にスピーカから出力される音をカメラに取り付けた指向性のある外部マ
イクでビデオカメラに取り込んだ。音声の出力端子がある場合、出力端子の形状に応じたケーブルを準備し、
その端子からカメラのマイク入力端子までをつなぐと、スピーカに出力される音声をクリアに収録できる。
収録対象となるマイクの数にかかわらず、有線で音声入力をするには、ケーブルの長さの範囲内にしかカメ
ラを設置できない。そこで、無線のマイクミキサーを導入し、講演者,司会者,受講生の質疑のそれぞれに対応
できるようにした。このマイクミキサーの導入で、会場に拡声器の設備がなくともクリアな会話も収録できる
ようになった。
映像の収録では、エンコード方式の性質上、 映像が複雑で動きが多いほど、ブロックノイズが出来やすく
なる為ズーム、パン、チルト等不要なカメラの操作は控え、配信用の映像は通常ディスプレーの全画面より小
さいサイズで表示される為話し手が大きく中心に映るように撮影した。
室内の受講生に鮮明な画像を見せるために室内照明設備が許す場合には、スクリーン前の照明を落として収
録した。しかし、講師とプロジェクタで映した資料の両方を同じ 1台のカメラで収録すると講師部分の映像が
暗くなってしまう。講義の様子を録画するにはスライドの内容を説明しながら話をする講師への照明が不足す
る上、カメラの自動調節機能が働いて講師が暗く映ってしまうのである。
今回の実験では、スキャンコンバータを用いて講師の提供する提示画面そのものをも、別途用意した PC に
収録を試みた。
講師の PC のデスクトップの画像データをまずスキャンコンバータに取り込み、これをプロジェクタとビデ
オ収録用のカメラの双方に送る。このカメラからのデータをエンコーダ PC につなぎ、スライドのデータだけ
でなく講師 PC の画面そのものを収録することが可能となった。
動画ソースを VOD で配信するためには配信可能な帯域内に納まる大きさのデータに圧縮しなくてはならな
い。講義後ビデオテープからキャプチャしてエンコードすれば安定したエンコードデータを作成できるが、テ
ープからの VOD 用ファイル生成は DV→取り込み→エンコード→（編集）→公開の手順をふむ為、完成には
講義時間の数倍の時間がかかる。日常的に大学の講義を配信用に作成するには、講義中にリアルタイムに収録
する方が簡便である。なお、エンコード時には多くの処理能力を必要とするので、エンコードに不要なアプリ
ケーションが動かないように調整することが必要である。
4.1.2. スライド連携ツールを使用した収録実験
講義を VOD として配信している多くのサイトでは、インデックス、講師の映像、講義資料、電子白板や関
連資料へのリンクを１画面に収めて連携再生する形式のものが多く採用されている。今回の実験に使用したス
ライド連携型遠隔/VOD 講義支援ツール9（以降講義自動収録システム）も SMIL と Visual Basic Script を用
いて、同様の連携データを自動生成する。このシステムを利用することで、講義収録当日に Web に VOD とし
て公開できるようになった。
また、この VOD 収録時に DVテープにも録画しておき、講義後
このテープから、ほかの形式のファイルにもエンコードして公開
した。
SMIL で講師映像、スライドのインデックス、スライドの画像、
板書画像の各要素間の連携は実現されているが、講師が次にどこ
を指し示すかという情報を知らせるツールは無い。 通常対面講義
では、講師がスクリーンの方へ近寄り、指し示したいところに向
かって手を伸ばすと、 受講生はこの講師の動きから、提示資料の
方へ関心を移す準備をする。講師映像とスクリーンの位置関係と
配信時のレイアウトを揃え、講師の上半身の体の向きや、手の動
きもわかるように撮影すれば、講師の指示先の予測情報を遠隔地
の受講者に送る事ができる。
講師が資料のどの部分を指し示しているのかを表す事は重要で
あるので、カメラの自動明るさ補正機能によって講師の顔が暗く映
る現象を避けながら収録するには、スクリーンに提示する資料の各
行頭の文字が見える辺りまでを含んで撮影する事で、講師が提示資料のどの部分を指し示しているかが判るよ
うに収録できる。このような工夫により、 遠隔地の受講者は講師の動きを予測し、無理なく提示資料と講師
の人物映像とその他の情報を適宜選択して見る事が可能になる。 
さて、多くの講義収録システムは PowerPoint で作成した講義資料を提示し、それを画像に変換して配信用
に保存している。今回利用のツールも同様である。しかしマルチメディア型のプレゼンテーションが一般的に
なり、動画の提示、インターネット上のサイト参照、音楽の再生などが行われるようになってきている。ま
た、板書の代わりに使い慣れたアプリケーションを使用して要点を書き込みながら進める講義や講義中に直接
提示資料に手書き入力する講義、指示棒やレーザーポインタを利用する講義もある。 講師の使いたいプレゼ
ンテーション用アプリケーションも多様化してきた。このような多様な講義スタイル全てに対して対応すると
いう事はできなかった。
電子白板に講師が説明しながら板書したデータを取り入れながらの収録も行った。これは、1秒間書き込み
がない状態になった時にそのデータを画像に取り込むシステムになっているので、この電子白板を使うには事
前にコツを覚えておく必要があるという欠点があるが、概ね快適に使えることがわかった。
4.2. リアルタイム配信型講義実験
リアルタイムで通信ができて初めて遠隔講義の双方向性のメリットを享受することができるようになる。そ
こで、リアルタイムに映像を配信する実験をした。
4.2.1. 信頼できる環境での配信実験
学内からの配信は通信環境を熟知したところからの配信なので、テストも充分でき、トラブル対処も原因の
切り分けがしやすいので容易である。
○エンコード済みデータの配信
学内から有線でつないでの配信はグローバル IP が振られ、ネットワークの帯域も充分あるので、多くの視
聴者のリクエストを受ける為に配信サーバを立て、このサーバに向けてエンコードしたデータを送ることで学
外からの配信も可能になった。ただし、リアルタイム配信とはいうものの、エンコードに約 30秒の遅延が起
こる。有線 LAN での安定した配信ができたので、次に無線 LAN を使用しての配信を行った。
無線の場合は室内の場所によって通信が不安定な場所もある。配信中に通信が途切れることは避けなければ
ならないので、無線 LAN を利用して配信する場合は、電波状況のよい場所を確保しなければならない。安定
して通信のできる状況であれば無線 LAN を利用しての配信も充分利用可能である。そこで、無線 LAN を利
用して移動しながらの配信も試してみた。同一の建物の中に複数のアクセスポイントがある環境で、移動しな
がらの配信も問題なくできた。LAN の形態が有線であるか無線であるかによって配信の違いはない事がわか
ったが、移動しながらの配信では小型で軽い機材を用いる必要があることもわかった。
低帯域のユーザ向けに配信するには、データを軽くする工夫が必要である。まず、エンコードのビットレー
トを低くし、映像の画面サイズを小さくし、フレームレートを落とすなどの工夫の必要がある。
図 ３　スライドを連携して提供した画面例
ビットレートを低くしてエンコードした時の問題点は、映像においては、動きの激しいシーンでブロックノ
イズが現れやすい事、音声においては金管の中から聞こえてくるような音質でなおかつ早口で話しているかの
ように聞こえる現象が起こる事である。
ビットレートを低く抑えるだけでは対応できないときには、画面サイズを小さくする。
キャプチャするために接続しているカメラの種類によって、デフォルトの画面サイズが変化する。デジタル
ビデオでは 720x480 ピクセルが、Webカメラの場合は 320x240 ピクセルが初期値の場合が多い。一般的には
320x240 ピクセルが用いられることが多い。ただし、大きい画面サイズの表示には当然多くの帯域を必要とす
るので、配信時の帯域によってはより小さい画面サイズを選ぶ必要がある。180x120 ピクセルの画面サイズに
設定してエンコードしても、被写体に寄って撮影したものであれば十分に視聴に耐えるものである。
それでも、対応できない場合にはフレームレートを落とす事で対応する。一般的には滑らかな動きを表示す
るには 30FPS（1秒間に 30枚の絵を表示する）程度が必要とされる。フレームレートを落とす場合、元の映
像のフレームレート数を割り切ることのできる数で指定すると少ないフレーム数でも見やすい映像になる。そ
こで、低ビットレートでエンコードするときには、ある程度滑らかに動いていると感じるように 15FPS で指
定した。
今後、広帯域で通信可能なインフラがますます普及することは明らかであるが、それと平行して帯域の狭い
移動体通信の普及も目覚しいものがあるので、この端末で視聴する受講者向けの配信をするケースが増えるこ
とも視野に入れておかなければならない。
○DV（Digital Video）データの配信
同一 LAN 内であれば 100Mbps での伝送が一般的に普及している。そこで、デジタルビデオ（DV)カメラの
映像と音声を DVTS10や DVcommXP11を研究室のエンコード専用 PC に送り、そのエンコーダ PC に入ってい
る Cleaner Live12というアプリケーションでエンコードしながらサーバ経由でリアルタイム配信を試みたとこ
ろ、PC に直接DVカメラを繋いだときと変わらず、クリアな映像と音声を配信することができた。
また、大阪市立大学創造都市研究科の杉本校舎と梅田サテライトも 100Mbps で繋がっている。そこで、梅
田サテライトからそのまま杉本校舎のエンコード専用 PC向けて送り、このデータを配信サーバに送り、リア
ルタイム配信した。
この DV伝送には 30Mbps の帯域が必要であるが、受信したその映像をプロジェクタで投影し音声をスピー
カから実際に出力してみると、実験結果は良好であり、板書した文字やスライドの細かい文字までも鮮明に映
し出すことができた。
30Mbps の帯域を安定して確保できる環境であれば、ネットワーク経由でエンコード専用 PC を利用できる
ので、安定してクリアな映像と音声を提供できることがわかった。
4.2.2. 利用実績の少ない環境からの配信実験
学内からの配信は環境の把握ができているので簡単に配信できるが、学外から配信をしようとすると様々な
問題がでてくる。
配信をするには、なによりも先ずインターネットに接続しなければならない。ネットワーク接続のしかたも
学内とは違うので、配信を予定している施設の担当者との調整は必須である。施設のネットワーク担当者が常
駐していない場合や担当者という役割を持つ人が存在しない施設も多い、その場合は、その施設のインターネ
ットに接続する旨報告をしておき、一般的な接続方法を試すことになる。
ここでは、大阪産業創造館で行われた関西オープンソース＋フリーウェア 200313でのオープンソース論の講
義、大阪市総合生涯学習センター14で行われたおおさかシティカレッジ「インターネット時代の今・その可能
性と危険性を考える」、大阪市立福島小学校作品
展、大阪市福島区民センターでの「福島区生涯学習
ルーム活動発表会舞台の部」、大阪市立文化交流セ
ンターで開催されたソフトウェア技術者協会関西支
部15の研究会そして、同じく大阪市立文化交流セン
ターで開催された ACRI 研究会16での配信実験をも
とに記している。
実際に、各施設からの配信をするときのデータの
流れは以下のようなものである。
インターネット
エンコーダ サーバ
図 ４　配信時のデータの流れ
ここに示した図のどの箇所が切れても配信をすることはできない。そこで、配信用エンコーダがインターネッ
トに繋がったとしても、配信サーバにデータがとどいているか、そのデータが再度インターネットを介して受
信できるかどうかを確認しておかねばならない。
日頃ネットワーク管理することのない初心者にとって、初めて訪れる施設のネットワークに接続設定をする
だけで一苦労である。しかし、インターネット接続に成功し、Web ブラウザでインターネット上のサイトを
見ることができるようになっても配信ができるわけではない。
実際に繋がらなかった場合、どの部分に問題があるのかを見極めるには、以下のような手順で確認する。
1.　Webページを参照　（インターネットに繋がっているか確認）
　　＊Proxy を使用している場合は設定を行う
2.　Streamingテスト開始
3.　Streaming Server のモニタリング　（配信データがサーバまで届いているか確認）
4.　Real Player で受信確認　（クライアント PC まで配信されるかどうかを確認）
　　＊Proxy を使用している場合は設定を行う
この手順で配信設定を見直すべき箇所を発見し、問題のある部分を再設定する。このようにして配信ができ
ることを事前に確認し、また、接続の実効速度を測っておくことが推奨される。こうする事で、配信本番当日
のトラブルを少しでも減らすことができる。
テスト配信が成功した後、配信時のファイル名を決め、配信用 URL を視聴予定者に公開した。
4.2.3. 移動体通信を利用しての配信実験
携帯電話は音声通信端末から、電子メールやウェブ閲覧、最近では写真や動画の伝送等も行う総合的な情報
通信端末に変化しつつある。移動体通信は狭帯域ではあるが、接続が容易であるだけでなく、広範囲の地域内
で移動しながら接続できるという利点がある。
現在キャリアによって差はあるが、一番広帯域のサービスをしているところで、下り最大 2.4Mbps上り最
大 144Kbps である。他社は下り最大 384Kbps 上り最大 64Kbps である。しかし、これらはいずれもパケット
量や通話時間による従量制である。
今回の実験で数回この移動体通信を利用しての配信を試みたが、一月に 3万円ほどの請求額となった。最低
週 1 時間の講義を扱うであろう遠隔講義を配信/受信する場合、従量制のサービスでは利用しづらい。
定額制の使用料金のサービスの出現がインターネットの常時接続の普及に大きな役割を果たした事を考える
と、移動体通信においても、動画を扱うことのできる程度の帯域を扱える定額制のサービスの普及が大きな流
れを作ると考えられる。
現在定額制のデータ通信向けサービスで主流となっているものは、下り最大 32Kbps　上り最大 17Kbps の
ものである。これらの移動体通信機器の扱う帯域も、順次広帯域のものに移行していくと予想されるが、上り
下り共に最低 128KbpsISDN以上の帯域のサービスを定額で利用できるようになり、その程度の帯域でもクリ
アに再生できる圧縮技術が出現すれば、PCユーザだけでなく移動体通信機を所持する受講生も遠隔講義の恩
恵を受けることができるようになる。
5. 議論・問題点・解決策
5.1. 技術としての遠隔講義
大学に限らず一般の人々が集ういろいろな施設において遠隔講義でよく使われる片方向中心の配信実験を行
った。この中で多くの技術を要するリアルタイム配信を例として技術としての遠隔講義を考察する。
遠隔講義を配信する時に解決しなければならない問題を含む場面には以下のようなものがある。
収録
インターネットへの接続
ネットワークの帯域の予測
エンコードの設定
5.1.1. 収録技術としての遠隔講義
最も簡便な収録は、昨今一般的に利用されるようになった USB接続の Webカメラを用いる方法である。こ
の収録方法ではデジタルカメラほどの画質の良さは無いが、マイクも内蔵されており、ドライバがインストー
ルされている PC に接続するだけで簡便に使うことができ、移動しながらの収録もできる。しかし、遠隔地の
受講生に学習を支える動画情報として提供するには、ズーム機能や明るさ調節機能などがありビデオテープに
もバックアップがとれるほうが良い。そこで、遠隔講義に適した動画を収録するためには、ビデオカメラと
PC を用いてより高度な技術を使う配信を目指す事になる。
ところが、それぞれの機器の操作方法や接続端子の位置や形状は機種によって異なるので、接続すべき 2 つ
の機器の各端子の形状と目的に合った種類のケーブルで、なおかつ配置にあわせて利用できる長さのものを用
意しなければならない。それ故、誰でもが容易に接続できるとは言えない。
また、それぞれに電源を確保するために AC アダプターやバッテリーを接続する事になり、撮影機器の周り
は何本ものケーブルで囲まれることになる。ケーブルがたくさん繋がった状態では、スタジオ収録型から発展
しての移動先での配信や移動しながらの収録には適さない。
同一建物内で場所を移動する程度の収録であれば、キャスター付きワゴンに必要機材をある程度接続した状
態で収納し利用時に移動させる事で、階違いの場所での収録にも対応でき、セッティングにかかる時間を大幅
に短縮できる。しかし、他施設に出かけての収録や配信においては必要機材を運搬しなければならないので、
軽量でコンパクトなもの準備する必要がある。
音声の収録は遠隔講義の中でもっとも大切なものである。音声のない映像だけでは思考を支える言語による
意思伝達ができなくなるので、確実に音声を収録する方法を確立しなければならない。音声のソースが 1 つで
あるときには音声入力のレベルメータを確認することでほぼ問題なく収録することが可能である。しかし、講
義中の質疑応答や提示資料に含まれる動画の音声なども収録するとなると遠隔でその内容を判別できる程度に
クリアな音声を提供することは難しい。
クリアな音声を収録する問題に関しては指向性の高い外付けマイクを利用することが一番簡単な解決法であ
るが、可能であれば会場のアンプから音を直接拾うことが最も良い解決法である。但し、講義室全体の映像も
収録できるようにカメラを講義室の後ろに配置することが多いので、音声を収録するために市販で最長の
10m を超える音声ケーブルを利用することが必要になってくる。今回の実験の後半ではケーブルの長さの制
限を受けずに収録するために、ハンドマイク 2 本と講師用ピンマイクをセットにした無線の音声ミキサーを導
入している。これにより、遠隔で講義を視聴するときも講義室内での質疑応答を聴くことができる。但し無線
の場合は近隣接地とのチャンネルのバッティングに配慮が必要である。無線のかわりに直視距離のみに有効な
赤外線通信が良いと思われる。
なお、講師の提示資料に含まれる動画や音楽の音声を取り込むためには音声分岐などが必要な為、現段階で
は提示資料に含まれる音声データについては解決の見込みはあるものの実際に解決したと報告できる実験デー
タを取るのは残された課題としている。
今回の実験で最も回数を重ねた大学における講義収録のパターンは、講師が講義室でスライドをプロジェク
タからスクリーンに映しながら講演をする形式のものである。この際、講師とプロジェクタで映した資料の両
方を同じ 1台のカメラで収録すると講師部分の映像が暗くなってしまう。しかし、資料の背景がグレーなどの
輝度の低いものの場合には、講演者とスクリーンの両方を同時に収録しても講演者の映像が暗くならずに収録
できている。
講義収録においては、クリアな講師映像と音声を収録するだけでなく講義に必要な情報が伝わるように収録
しなければならない。講師の様子も資料も共に受講生にとっては重要な情報であるので、講師の映像と資料を
同じ画面に収める事も必要である。プロジェクタでスクリーンに投影する資料がスライドデータの時には室内
照明のコントロールや、講師の資料の背景の輝度を落としてもらうなどの工夫も可能である。しかし、ビデオ
やインターネットで検索したページを提示するときには、このような工夫をすることもできない。
放送局ではクロマキーの技術を使い画像をはめ込む方法や、プロジェクタの色温度を下げて出演者と提示画
面の両方同時に撮影する方法がとられている。しかし、クロマキーの技術では講師に提示画像が見えない状態
で講義をしなければならないし、プロジェクタの色温度や輝度を下げると講義室内の受講者に変更をかけた資
料を見せなければならないので、このような方法は一般の講義で用いるのは適切ではない。今のところ、プロ
ジェクタを用いた資料提示の講義において 1台のカメラで講師映像と共にスクリーンに映し出した映像を収録
するのは困難であるといわざるを得ない。
講師の提示する画面の収録に関しては、講師の提示したい情報が必ずしも静止画像だけではない事も多い。
スキャンコンバータを導入することにより、動画として講師の PC のデスクトップの情報を収録するので、講
師のマウスポインタの動きや選択部分も表示可能となり、動画を提示データとして用いたときにも、その動き
を正確に記録することが可能になった。しかし、講師映像とこの映像の同期をとって受講生に提供するには、
収録後に編集作業をするかビデオミキサーが必要となるので、この点に関してはこれからの課題としている。
さて、エルネット17に資料と講師の映像18を同じ画面に収録したものが
あった。部屋の照明も特別に変更している様子はなく、人物もディスプレ
ーに映った画面もきれいに表示されている。
９画面のスクリーンが集まったスクリーン自体が発光するタイプのもの
のように見える。
液晶やプラズマディスプレーの場合には講師映像と提示資料を同時に撮
影しても両方とも見える状態で収録可能かもしれないということで、家庭
用 TV の前に人がいる状態を撮影してみると、画面の輝度が明るくても、
暗いときとほとんど変わらず人の顔を収録できた。TV で試してよい結果
が得られたとはいっても、講義室に備え付けてある大型ディスプレーを用
いて同じ結果が得られるとは限らないので、資料提示をプロジェクタでは
なく液晶ディスプレーやプラズマのディスプレーに表示した時に自然な状
態のままで提示資料全体を講師の画像と共に収録が可能かどうかの実験を
今後の課題とする。
カメラの台数を増やすことが可能な場合には、提示資料と講師の画像を同じ画面に納めるための他の解法と
して、講師 PC とプロジェクタの間にスキャンコンバータをつなぎ、ここからビデオカメラへ提示資料のデー
タを送り、直接収録することも出来る。この実験も始めているが、リアルタイムに配信することも考慮にいれ
ると、複数のカメラで収録したデータを編集するのに必要なビデオミキサーなどの機材やソフトウェアが必要
となる為、カメラを複数台使用する実験についてはこれからの課題とする。
5.1.2. 配信技術としての遠隔講義
遠隔講義のリアルタイム配信において、最初の難関はネットワークに繋ぐことである。多くの施設で部外者
のインターネット接続を許可している所はまだ多くはない。当然その施設のインターネット接続設定を知って
いる担当者は少なく、その管理責任者が施設に常駐しているというわけではない。施設によっては、インター
ネット接続の申請ごとにプロバイダとの短期契約をしなければならないこともある。
そのような状況を予測して、実際に配信をする施設においてインターネット接続ができるようにするために
は、時間的な余裕を持って設定を問い合わせ、事前テストをする必要がある。この設定は、各施設の管理ポリ
シーによるものであるので、場合によっては配信できない場合がある。
接続設定にはいくつかの注意点がある。大きくは以下の 4 点である。
 IP アドレスの取得が自動でできる DHCP か手動設定か
グローバルアドレスかプライベート IP アドレスか
プロキシが使われている環境であるか
通信プロトコルに必要なポートがあいているか
一般的な施設の場合はインターネット接続に DHCP で繋ぐことが多いが、手動で IP を振るようにしている
ところもある。このように手動で設定が必要な施設では、会場の担当者にその設定（IP アドレス,サブネット
マスク,デフォルトゲートウェイ,DNSサーバ）等の諸設定を事前に収集する必要がある。接続方式が無線の場
合はユーザ ID、パスワード、電子証明書など接続に必要な情報を入手しておく必要がある。
一般的にはプライベート IP アドレスを取得して繋ぐ事になる場合が多いので、視聴者は LAN の外からの接
続できない。そこで、収録施設から配信サーバへデータを送ることになる。実際にはサーバとエンコーダはお
互い通信しながら配信作業をする。この時にインターネット側から見えるエンコーダの IP アドレスを確認
し、エンコーダに Listen Address の設定をしなければ通信が成立しない場合がある。そこで、Listen 
Address を知るために、IP アシスト19等のソフトウェアを利用するか又は「確認くん(VIA the UGTOP)」20な
どの Webサイトに接続して確認するのが簡単である。
会社組織や学校など LAN 内に多くのクライアントを抱える組織においては、管理やインターネット接続に
負荷がかからないようにキャッシュ機能のあるプロキシサーバを導入しているところがある。この場合、エン
コード PC とサーバとの通信ができず、配信ができなくなることが多い。この場合、収録施設の上部組織まで
交渉しなければ配信できないケースも多いので、技術的解決法は難しい。
サーバとエンコーダが通信をするプロトコルは初期設定では UDP のポートである。動画の配信では、パケ
ットのロスが少々あったとしても映像的には充分であるので、UDP でサーバにデータを投げる方が効率がよ
い。よって、エンコードのアプリケーションは、初期設定では UDP でデータを送出するようになっている。
図 ５　エルネットの講師と提示資料
しかし、何らかの理由で UDPポートを閉じている環境では、TCPポートを使って配信を試みなければならな
い。通信プロトコルの設定を変更すれば TCP で通信可能になるので、落ち着いて配信をするには、事前に
UDP で通信が可能かどうかもチェックが必要である。
インターネット接続が可能になったとしてもまだまだ問題は多い。インターネットの回線の上りの帯域と下
りの帯域が収録施設ではどのくらいあるのかがわからないからである。ほとんどの場合ベストエフォート型サ
ービスを受けているので、実効速度がどの程度でているかはわからない。利用可能な帯域を超えての配信を行
うとパケット落ちがおこる。
今回行った実験で、スピードテストサイトを利用して実行速度を測ったところ以下のような結果であった。
家庭の送受信共に最大 100Mbps のサービスで 2回計測して下り平均 19Mbps上り平均 2.5Mbps の結果がで
た。また移動体通信の場合、受信最大 384Kbps／送信最大 64Kbps の FOMAで 2回計測して平均 23.38Kbps
の結果で、受信最大 32Kbps／送信最大 17Kbps の PHS では 19.91Kbps であった。
同じ回線を共有して複数の配信が行われるようなイベントを開催する場合には、当日でなければ実際に利用
可能な上りの帯域はわからない。また、ルータやスイッチなどネットワークの中継機器がボトルネックになる
ことも多いので、ネットワークの上りの帯域を直前にもチェックし、環境に適した速度で配信しなければなら
ない。
さて、高速に通信できる第三世代の携帯電話サービスが 2001 年から始まっている。移動しながらの配信や
インターネット環境のない施設においての配信では、このようなブロードバンドの移動体通信サービス端末の
利用も視野に入れる必要がある。
ITMedia の「3G通信カードをマルチロケーションでチェック (1/3)」21によると各社の通信速度は受信に関
しては、下り最大速度 384Kbps以上で、充分な速度だといえる。しかし、上りの速さを必要とする配信には
ベストエフォート 64Kbpsでの通信より安定した通信速度を確保できるデータ通信を利用することも選択肢の
一つである。
移動体通信の場合接続設定に限ってはいつも同じ設定で安心して通信できるというメリットがあり、このサ
ービスを利用できる通信エリアも広がっている。しかし、接続料金の問題がある。今回の実験で約 2~3 時間の
配信を行い 3万円前後支払った。ブロードバンド接続にも定額のサービスが開始されれば、この問題も解決す
るであろう。
環境に適した速度で配信するためにエンコード時に調整をする。VOD の場合はユーザの利用速度にあわせ
て複数のビットレートでエンコードして提供する。リアルタイム配信においては、1 つの Stream で複数の速
度に適した配信ができる Sure Stream 技術があるので、配信したい速さを複数指定しておく。ただし、画面
サイズは同一サイズのものしか配信できない。
同じ大きさの画面を配信した時、低帯域で接続すると圧縮率の関係で画質が粗くなり、画面サイズが大きい
と、この粗さが目立つ。そこで、低帯域で接続しているユーザにあわせて小さめのサイズを指定する。この画
面サイズは PC に接続するカメラの種類により初期設定や指定画面の仕様が違う上、配信を開始してしまうと
途中で変更ができないので、配信開始前に適正な画面サイズを指定しておかねばならない。
音声をクリアな状態で配信することは非常に難しい。低帯域のユーザを対象にエンコードした時、画面サイ
ズを大きくした時、ネットワークに複数の PC が繋がっている時などに起こりやすい。実験の前半の時期には
音声をカメラから映像＋ステレオ音声ケーブルを用い、映像はケーブル型USBキャプチャを接続して取り込
み、音声はマイク端子に接続して収録していた。この時には音声トラブルは少なかったが、音声と映像の両方
を IEEE1394 から取り込むようになってから、音声トラブルが増えているようである。Fujitsu のコンテンツ
作成ツールの Webサイト22にも類似のコメント「DVカメラでの利用には、ハード条件により一部音切れが発
生する場合があります。」との記載があり、今後、音が切れたり早回しのような状態になり、内容が聞き取れ
ないという問題の解決又は、回避策を求める事が今後の課題である。
5.2. 教育面から見た遠隔講義
美濃導彦23は、「E-Learning の考え方」24で、E-Learning は「マルチメディアにより本よりもわかりやす
い教材、計算機との対話性の確保、必要ならばオンラインでの質疑応答、など本よりも格段に講義に近い形態
が実現できている」と、従来の講義にはない利点をあげている。しかし教材を用いた自習型のみの WBT(Web 
Based Training)を継続するには、「容易に想像できるように、このような教材を自学自習するには強い動機
が必要であるという欠点がある。本を読んで自学自習する場合と同じである。ただ、このような学習環境はコ
ミュニケーションツールを備えているので、挫けそうになったり問題に直面した時には、教材作成者側が提供
するメンタと呼ばれる世話人や、会えないが一緒に同じ教材を学習している他の学習者とコミュニケーション
をとることが出来る。一人で学習しているのではなく、誰かが見守っていてくれる、あるいは他の人も一緒に
学習しているという意識は学習者にとって学習を継続するために重要な心理的要因であり、この学習形態の大
きな特徴である。」また、「学生のドロップアウト率はメンタが機能すると普通の大学と変わらないというデ
ータが出ており、大学教育の一つの形態となり得ることが示されている。」(メンタ：ネットワークを介して
学生を世話する人たち）と書いている。言い換えると他の人との協調学習を含むコミュニケーションが学習を
継続する動機になりうるのである。
さて、三宅なほみ25は「学習科学とテクノロジ」26の中で学習について、「何がわからないかがわかるため
にはそれ相応の知識が必要であり（Miyake & Norman、 1979）,ものは少し分かるようになって初めてその
先に次第にわからないことがある事に気づくようになっていく(Miyake、 1986)。最近接発達領域や正統的周
辺参加という考え方は、内発的動機付けを支える最初の知識そのものが共同や参加によって社会的に得られる
可能性を示唆している。」（p31）と述べ、三宅も協調学習が学習を継続する動機になると主張している。
これより、教育面から見ると、遠隔講義には何らかの形で協調学習を支えるツールが必要であるといえる。
協調学習の効果を示す例として、三宅なほみは協調学習を行うプロジェクトをこの「学習科学とテクノロ
ジ」の中で
◆Knowledge Forum27
◆The Jasper Project28
◆WISE29(Web-based Inquiry Science Environment) 
◆Learning by Design Project30
◆LeTUS31
等を紹介している。いずれのプロジェクトも、他人の考えと自分の考えを比較検討し協調学習をすることで
知識を再編成し統合する。この過程を体験するからこそ「知識そのものを作り変えていく一般的な知力の育
成」(p158)を身につけることができるのである。
協調学習には多くの時間を割く必要がある。他者とのコミュニケーションと他者から得た知識を自分のもの
として知識再編成するのには時間がかかるため、対面講義の開かれる短時間の共有時間の中で各学習者が同時
に成長していくということは困難である。この対面講義の欠点を補完できるのが、インターネットを介したコ
ミュニケーションツールである。このようなツールを利用する事で、対面講義では空白期間となる講義と講義
の間にも議論と学習を継続し、新たに獲得した知識を定着させ、発展させることができる。
6. ツールの提案
6.1. ツールについて
既存の協調学習を支えるツールは、テキストベースのメーリングリストや掲示板がまだ主流の座にいる。現
在では音声や映像を介してのコミュニケーションツールも各種出てきている。しかし、5 章で述べた高等教育
や先進的な環境で実践されている理想的な教育の域に、一般の教育環境にいる教師と生徒が辿り着けるように
するためには、学習の前段階として必要な知識を獲得するためのツールが必要である。
筆者が関わっている初等教育の中では、低学年であるほど概念の形成ができていない。そのため、カテゴリ
ー分けされた検索方式では求める情報がどこにあるのかを探すことができない。また、語彙が少ないこともあ
って、キーワード検索をしても求める情報だけを取り出す事は困難である。そこで、類語や関連語とそのサマ
リーを読むことで求める情報を検索する時にキーとなる語を取得するという手順をふむことにより、求める情
報にたどり着くことができる。
次に難関となるのは日本の漢字の問題である。適切な情報を含むサイトや資料を入手しても個々に学びを発
展させるために参照する場合、教室にいる指導者が代読することはできない。そのような場合に有効なのが
「ふりがな付けます」32や「キッズ goo」33で提供されている振り仮名を付けるサービスである。完璧ではない
がほぼ実用に耐える程度の振り仮名を付けてくれる。
高等教育を受けている学生にとっての翻訳ソフトも発想としては同じもので、必要な情報を学生が理解でき
る形に変換するものである。学習者が理解できる形に変換するツールが遠隔講義には必要であるといえる。検
索をするキーワードを適切な語に変換する,漢字などで書かれているものを読みに変換する,日本語以外の言語
で書かれているものを学習者の理解できる言語に変換するなどである。
他に、視覚障害者や高齢などで視覚に問題のあるユーザに対応できるように、テキストを音声に変換するツ
ールなどが揃えば、これまで遠隔講義に参加できなかったユーザに学習の機会を与えることができる。
さて、協調学習の中で情報を共有し共に思考するツールとしては、テキストベースのものでリアルタイム性
の高い IRC や、緩やかな時を共有するメーリングリストや掲示板がある。最近では文字以外の絵情報や絵を
書く過程を収録再生できる掲示板や各種ファイルを保存して共有するフォルダを提供するメーリングリストサ
ービスもある。各学校や家庭をリアルタイムにつないで音声や映像を使って協調学習できるツールも出てき
た。
PC上で動く 1 対 1 の TV電話は勿論、複数人で会議のできる iVisit34のような TV 会議システムも実用段階
に入っている。P2P 技術を応用した複数人で音声会議を行える Skype35のようなツールも爆発的に利用者を増
やしている。これらの新しいツールを併用することで、テキスト入力の苦手な受講者も他の遠隔地から参加し
ている受講生と学生や社会人など所属や年齢や社会経験が違う受講生とも容易に協調学習できるようになって
きた。
受講者のニーズは、講師の意図を正確に把握し、双方向の意思疎通と対面講義と同等の議論を可能にし、発
展した学びへ高めたいというものである。多くの受講生を対象とする講義において、 文字情報を扱うツール
を質疑応答や議論を進めるツールとして用いれば短時間で複数の質問等に対応可能で、受講者同士で学習を支
援し合えるという利点がある。 しかし、音声と映像を含む本当の意味での双方向通信を目指すと、全参加者
のうち１人しか発言できないという対面講義と同じ制限を受けるので、例えば 50名の学生全員のような多人
数の受講者には対応し難いなど、TV 会議等の利用はまだ検討すべき問題点がある。
6.2. ツールの提案
これらの便利なツールが各種出揃ってはきたが、知識を共有し整理し統合していく協調学習の思考過程を可
視化するツールに関しては、まだこれといった開発がされたという報告はない。
教育という視点から考えると、受講生は講義内容を理解するだけでなく、講義後にグループワークとして
様々な議論を尽くし、新たな発想を生み出し、それをレポートなどの形に表す事が必要である。受講生がこの
ような成果物を提出してこそ、コンテンツ作成に要した労力と費用に見合った教育効果があったと評価でき
る。
メーリングリストや掲示板等、一般によく利用されているテキストベースのツールは、話題の流れを見易く
するために、発言をツリー状になるよう表示の工夫をしたり、Viewer を使って読みやすく工夫されたりした
ものもあるが、ツリーで表せるのは、発言元へのリンク情報だけなので、メンバーの発言内容とその関係を理
解して纏める作業には適していない。
議論を纏めるには、各発言間の関連が賛成か反対かまたは
全く関係のない発言であるのかを直感的に見極めることので
きる可視化ツールが必要である。そこで、発散と集約を繰り
返す議論の分散状況を直感的に理解できるように可視化する
ツールを提案する。
過去には KJ法をベースとするコミュニケーションツール
の開発もあったが、一般に利用されている様子はない。筆者
が利用している KJ法を PC の画面上で実行できる思考支援
ツールは IdeaFragment36で、これは「思いつきや気になる
言葉の断片を画面に並べ、それらをいろいろと動かしたり、
眺めたりしながら、考えを練るためのツール」である。この
ツールは残念ながらネットワーク対応ではない。このような
ツールがネットワーク対応になり、各参加者が意見を書いた
カードを皆で共有する一つのボードに遠隔地から書き込めれ
ば、遠隔地の受講生同士で行う議論を可視化しながらの協調
学習が可能になる。
但し、ネットワークで利用するには、各カードの関連をどのように指定するのかという問題が出てくる。今
回提案する議論支援ツールの使い方のイメージを述べる。
発言者は、発言時に発言者の名前とタイトルを書いたカードを作成する。このカードの中に発言内容の詳細
を記載する。ここまでは、メールの作成とほとんど同じである。メールと違うのは、どのメールに対する返信
かということではなく、どのカードに対して賛成の意見かどのカードに対して反対の意見なのかという関係を
複数のカードに対して指定できることである。この関係には重みをつける事ができ、初期設定は０、賛成であ
れば正、反対であれば負の重みを指定する。つまり、全く同感であるときは正の最大値の重みを付け、言語道
図 ６　IdeaFragment の画面
断であるとおもう時には負の最大値の重みを付けるのである。この関係線の重みの情報を元に共有ボード上に
ある各カードを半自動で見やすいように配置する。この半自動のカード配置の方法としては、コンピュータが
点と線を用いて自動的にレイアウトするグラフの自動描画の考えを応用することができる。
このようにグラフの自動描画の手法を用いて、ネット
ワーク図の各ノード間に仮想的なバネを設置し、そのバ
ネの力による定常位置を計算することでノード位置の配
置を行うツールに、KeyGraph37というアプリケーショ
ンがある。KeyGraphそのものは、文章構成のキーワー
ド抽出を行い文章の単語と単語の関係性をマップ上に可
視化するツールであるが、この「関係性をマップ上に可
視化する」部分を応用すれば、多人数での議論を可視化
するのに有効である。
KeyGraph ではマップ上に関係性を可視化した配置レ
イアウトを複数持つ。自動で配置したレイアウトがユー
ザにとって思考の整理に最適な状況ではないと映ったと
きには、自動での再配置が可能である。また、ユーザが
各ノードを自由にドラッグして見やすい形にレイアウト
変更することも可能である。KeyGraph はここで表示されたレイアウト情報をファイルとして保存できる。再
配置やユーザの手で配置を行ったときのレイアウト情報をファイルとして保存することも可能である。このよ
うに各ノードの関係の情報は保持するが、レイアウトに関しては半自動で作成したレイアウトも人間の意思に
よって作成されたレイアウトも表示,保存可能な緩やかな扱いができるアプリケーションである。
さて、各発言を記載したカードが作成され、その関係を半自動で表示させるように、レイアウトの命令を送
ると、各カードが関連線の重みに合わせて自律的に移動し、ほぼ安定した状態で止まる。この時の関連線で繋
がれたカード群はある話題についての纏まりで、関連線で繋がっていない独立したカード群は他群とは別の話
題の纏まりである事が直感的にわかる。 このように、発言を記したカードを発言者各自が他カードとの関連
を指定して共有ボードに置く事で、特定の個人の主観にとらわれる事無く半自動的にカード間の関連を可視化
できる。
　ここで提案したようなインターネットの双方向性を活かしたネットワーク対応型思考支援ツールを用いれ
ば、受講生相互のグループワークの中から発想をうみだす新しい教育効果が期待できる。そこで、ここに記し
たようなネットワーク対応の議論支援ツールの開発を提案する。
7. 結び
　インターネットを介して教育効果の高い VOD の講義収録を行うことを目標に、比較的入手しやすい e-
learning ツールを用いての実験を重ねた。また、移動しながらの配信または移動先の施設での講義配信のニー
ズが近未来にはあると想定し、大阪市内のいくつかの公共施設からリアルタイム配信を実験した。
　受講者のニーズは、講師の意図を正確に把握し、双方向の意思疎通と対面講義と同等の議論を可能にし、発
展した学びへ高めたいというものである。
多くの受講生を対象とする講義において、 文字情報を扱うツールを質疑応答や議論を進めるツールとして
用いれば短時間で複数の質問等に対応可能で、受講者同士で学習を支援し合えるという利点がある。 しか
し、双方向通信を目指しての TV 会議等の利用は、全参加者のうち１人しか発言できないという対面講義と同
じ制限を受けるので、多人数の受講者には対応し難いなど、まだ検討すべき問題点がある。
本実験では、まず、VOD 用スライド連携の講義自動収録ツールを用いて講師画面の収録を行うにあたっ
て、講義室での自然な受講に近い状況を再現できるようにした。鮮明な音声の配信,配信画面に表示する画面
素材の配置と講義室内の配置を揃え、講師の指示先を予測できるよう講師の上半身から手先までを含めて写
し、提示資料に対して指示行動がある時にはスクリーンの一部も写す等対面講義に近い情報を提供する工夫を
した。また、このシステムを利用することで講義当日中に VOD 用のファイルを公開できるので、レポート提
出などの教育スケジュールを妨げずに配信する事が可能になった。
次に移動しながらの配信または移動先の施設でのリアルタイム配信実験を行い、ある程度の機材と技術を習
得すれば、様々なネットワーク環境からの配信が可能であることを確認した。
図 ７　関係線のイメージ　(KeyGraph より)
このような遠隔講義と配信実験を行う事で、従来の時間と空間に制限のある対面講義では実現できない遠隔
講義ならではの教育効果を得る事ができる。教育という見地から遠隔講義に必要なツールを検討し、 これか
ら遠隔講義に組み込まれるべきツールとして、遠隔地に散在する受講者間で進められる議論を可視化できるよ
うな思考支援ツールの開発を提案した。
　今後に残された課題としては、音に関しては適切な音量はチェック可能であるが、視聴に適した音質をどの
ように確保するのかという問題、映像に関しては講師映像と提示資料をどのような方法で１画面に納めるのか
という問題、帯域の狭い移動体通信を用いた配信と移動体通信向けの配信においていかに上質の音声と映像を
送るかという問題がある。
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